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社会保険庁改革に伴う公的年金に係る
国と日本年金機構の役割分担等



社会保険庁改革に伴う公的年金に係る国と日本年金機構の役割分担について

国民の信頼に応えることができる公的年金の運営体制とするため、平成２２年１月１日より、

① 社会保険庁を廃止し、厚生労働大臣が公的年金に係る財政責任・管理運営責任を担うこととする一方、

② 新たに日本年金機構を設置し、厚生労働大臣の直接的な監督の下で、一連の運営業務を担わせることとする。

社会保険庁厚生労働本省

廃止

日本年金機構

制度の設計、財政検証

・公的年金に係る一連の運営業務（適用・

徴収・記録管理・相談・給付等）

自ら実施

委任・委託

指
導
・
監
督

《
現

行

》

《改

革

後
》

厚生労働本省

厚生労働本省

・事業実施に関する総合的な企画立案

・年金特別会計の管理

・個別の保険料、年金給付額等の決定

・システムの保有・統括管理 など

自ら実施

事業の運営
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成
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年
一
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認可申請

認 可

中期目標

厚生労働大臣 中期計画
年度計画

（初年度）

年度計画

（最終年度）

指示

公表

社会保障審議会

日本年金機構厚生労働省

諮
問
・
答
申

日本年金機構の中期目標、中期計画、年度計画について

中期目標に定められた事項を達成するため

とるべき措置

財務大臣

協
議

中期計画、年度計画は厚生労働大臣の認

可を受けなければならない。

中期実績報告書

評価、結果通知、公表（各年度における実績評価も実施）

・中期目標の定め

・中期計画の認可

・年度計画の認可

①中期目標の期間（３～５年）

②提供するサービスその他の業務の質の向上に関す

る事項

③業務運営の効率化に関する事項

④業務運営における公正性及び透明性の確保その他

業務運営に関する重要事項
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